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日将来の給付の訴えが訴訟法上の制度として認知されたのは意外に新しし、。
ドイツにおいても 1898年に実その母法国，
体法から独立して訴訟法上の地位に就いた。もちろん，
本においては大正15年（1926年〉，
それ以前においてもそ
(1）施行されたのは，それぞれ昭和4年（1929年）， 1900年である。
日本法の母法であるドイツ民事訴訟法における，将来の給付の訴えの沿革につい
て，詳細は別稿に譲るとして，簡単に記述しておく （以下は Moos,Die Klage auf 
kiinftige Leistung, Diss. Tiibingen, 1902の著述の要約である。〕。
① 普通法の時代において，履行期前の給付の訴えは一般に認められておらず，承
認ないし確認を求める Prajudicialklageが許されたにすぎない。回帰的給付請求につ
いては，もっぱらこの制度が利用され，当初は履行期到来の定期金請求の訴えを条件
として，後には，被告が原告の将来の権利自体を否認している場合に一般的に Praj-
udicialklageが許された。
また，履行期が提訴の時ではなく，判決言渡までに到来すれば判決を下すことがで
きるが否かについては実務は肯定的であった。
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この他には将来の給付の訴えの必要性は認められていない。一般に，とりわけ，条
件，期限付権利については，将来，権利が実現されない恐れがあるなどの正当な原因
に基いて（exiusta causa）質権設定，係争物保管，仮差押などの担保の提供を求め
る実体法上の請求権が認められていたからである。
② プロイセン一般裁判所法（PreuBischeAllgemeine Gerichtsordnung von 1793) 
も，将来の給付の訴えを一般的に認めるもので、はなかったが，個々の規定により，大
きな進展を見せた。
ひとつは証書訴訟であり，解約訴訟も規定されることとなった。しかし前者は法定
の証書に関するものであり，後者も，裁判上の解約告知が，同時に申立てられる給付
の訴えと結びついた結果であった。したがって期限付請求権，さらに条件付請求権の
将来の給付の訴えは認められていない。
将来の回帰的給付の訴えも規定されていないが，継続的扶養料請求の訴えについ
ては，控訴がなされても訴提起の日から，将来の扶養料を履行期到来の際に執行によ
り獲得することができるようになった。
以上の訴訟法上の手段に対して，将来，権利侵害の恐れがある場合には債務者は期
限の利益を喪失するとの実体法上の方策により救済がなされた。
③ 1877年に制定されたドイツ民事訴訟法は， L、かなる要件の下に権利を訴求しう
るかは，実体法上の問題であるとの考えに立っていた。
多くの学説もこれに従い，従来認められていたプロイセンの解約訴訟等も， ドイツ
民事訴訟法制定とは関りなく存続するものと解した。暦日の到来によって執行を開始
するとの執行法上の規定もそれを前提とすると解されたのである。
これに対し，訴求性の要件は訴訟法上の問題であるとする学説が対立した。権利保
護請求権説の主唱者ワッハは，履行期末到来の請求権の唯一の権利保護形態は確認の
訴えであるとし将来の給付の訴えもそれに含まれると解した。そして確認判決も，
請求権の満足を必要とする時に至るや，給付判決と同様に執行力が与えられると考え
Tこ。
しかし実務は確認の訴えに執行力を与えることを否定し，学説もまた，将来の給付
の訴権を実体法上のものとし，将来の回帰的給付の訴権も，たとえばライヒ責任法第
7条のような実体法上の規定に基くものとしたのである。
④ 1898年民事訴訟法改正により，将来の給付の訴えは初めて訴訟法上の地位に就
いた。
257条， 258条は以上の経過を反映した規定で、ある。前者は解約訴訟の流れを汲み，
反対給付を要しない金銭債権や土地・住居などの明渡請求権の主張が確定期限にかか
わるときに将来の給付の訴えを提起できるとした規定で、あり，後者は普通法，プロイ
セン法以来の将来の回帰的給付の訴えを明示したものである。
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の必要性は認められ，実際にも裁判上行なわれていた。しかし訴訟法上認知さ
れた後も，一方は給付の訴えの一類型として，一方は訴えの利益の働く，確認
の訴えと同様の制度としてみなされ，将来の給付の訴え独自の研究は豊富にあ
るとは言えない。
しかし急激な社会状勢の変化は，ょうやく将来の給付の訴えの制度を独立し
て注目させるに至った。ひとつは定期金賠償の問題として，ひとつは公害訴訟
における将来の損害賠償請求の問題として現われた。
本稿で，私は後者の問題を検討し，将来の給付の訴えの研究の足掛りにしよ
うと思う。
公害訴訟においても，将来の損害賠償請求は差止請求の従たる地位にあった
が，最近の公害訴訟の大規模化に伴い，固有の意義と機能を持つようになっ
た。私はこの将来の給付の訴えを，差止請求と並ぶ，継続的不法行為に対する
被害者の権利保護制度としてとらえ，当事者の公平に合致した紛争解決手段を
その中に見出したし、と思う。
その際，この訴えが将来の損害の賠償にとどまらず，継続的不法行為自体を
抑止するものであるとし、う見解も検討しなければならない。私は，実体法上の
損害賠償請求権が訴訟法上の将来の給付の訴えの制度と結びついたことによる
当然の帰結としてこの見解を肯定するものであるが，その論証は本稿の最後に
譲る。
また，他の将来の回帰的給付の訴えについても，以上の論点と関係する範囲
内で，これまであまり指摘されていない問題点を検討することになろう。
将来の損害賠償請求に関して，個々の判例について論じた文献は多いが，こ
259条は前2条以外にも将来の給付の訴えの必要性が認められるとして，債務者が
正当な時期に履行しないおそれがあることを要件として一般的に認めることとなった
のである。
以上のような簡単な素描においてさえ，将来の給付の訴えが訴訟法により認知され
る経過は，今日，将来の給付の訴えの意義ないしその実体法との関係を究明する上で、
参考になろう。
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れまでの判例を概観したものは見当らなし、。そこで本稿ではまず，判例を分析
し問題点を抽出することから始めなければならない。
はじめに，将来の損害賠償請求の申立形態を三つに分類しよう。それは同時
に，ほぼ年代順に整理されることになるのである。
一公害訴訟における将来の損害賠償請求の訴えの判例
付将来の損害賠償請求の訴えの形式
騒音公害訴訟において，将来の損害賠償を請求するにあたって，原告はおお
むね次の三つの方法のいずれかによって求めることができる。
第一に，過去の損害賠償請求とともに将来の損害賠償請求を申立てる方法，
第二に，過去の損害賠償，差止請求とともに，その差止が実現されるまでの将
来の損害賠償請求を申立てる方法，第三に，過去の損害賠償，差止請求ととも
(2）公害訴訟における将来の損害賠償請求について，実体法からの考察によるものに，
清水誠「大阪空港公害訴訟における損害賠償請求について」法律時報臨時増刊大阪空
港裁判34頁以下，西原道雄・後掲（注40)12頁以下，徳本鎮「公害の差止と差止に代
わる補償一継続的権利侵害の救済方法ー」企業の不法行為責任の研究・所収150頁以
下，沢井裕「公害差止の法理」 110頁以下，他文献は少なくないが，本稿ではこれら
の研究の成果を十分吸収することができなかった。本稿は実体法上，将来の損害賠償
請求を求めることに異論がない所から出発している。これに対して，訴訟法からの考
察によるものに，竹下守夫「差止請求の強制執行と将来の損害賠償請求をめぐる諸問
題」判例時報797号33頁以下，が第一に挙げられる。本稿は，将来の給付の訴えのー
態様として考察する。
(3）公害訴訟の中で，将来の給付の訴えが利用されるのは，もっぱら，騒音公害訴訟で
ある。他に，日！覇権訴訟においても，建設差止にし、たるまでの将来の損害賠償請求が
なされるケースがある（大阪地判昭和47年4月26日判例時報687号78頁参照。〉。本稿
の判例は次の文献から選び出した。公害事件民事裁判例総覧（昭和49年〉，谷口知平
編・判例公害法， 「差止め関係判例の分析」 NBL編（NBL233号15頁以下〉。
(4）侵害行為の態様とそれに対する損害賠償請求のバリエーションについて，清水・前
掲35頁参照。なお，鈴木潔他編「公害による損害の算定」 67頁以下参照。
(5) たとえば， 「被告は……55ホン以上にならないよう防音施設をなし昭和40年4月
1日から右防音施設をなすまでの間， 1カ月金9,500円の割合による金員を支払え。」
（後掲〔判例3）の請求の趣旨。〉
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に将来の損害賠償請求を申立てる方法である O
以上のうち，本稿では第二の方法による請求を，差止請求の補完的手段であ
る点から，「補完的将来の損害賠償請求」，第三のものを差止請求とは独立した
救済手段である点から， 「独立的将来の損害賠償請求」と呼ぶことにする。
本稿での判例分析から明らかなように，第一の方法が利用されるのはまれで
あり，もっぱら利用されるのは第二の補完的将来の損害賠償請求である。しか
し大阪国際空港公害訴訟や横田基地公害訴訟など，いわゆる大規模公害訴訟
は第三の独立的将来の損害賠償請求の方法を採っているO
仁） 第一の方法が採られたのは，将来の給付の訴えが訴訟法上規定されてい
なかった旧民事訴訟法下にすで、に現われていた。
東京地判明治45年6月3日（新聞800号21頁〉 〔判例1〕において，原告が，
被告電気軌道会社に対し，将来被告が軌道を敷設することによって被るであろ
う損害賠償を請求しているのが注目される。
裁判所は以下の理由から原告の将来の損害賠償請求を棄却しているO
「本訴は将来の事実に基き発生することあるべき損害の賠償を求むるものなれば……
被告会社の設備の如何に依りては原告の主張の如き震動に因る損害が発生するやも未確
定なるを以て此の如き事由に基き不法行為に因る損害賠償は請求し得べからざるや言を
侯たず。」
しかし第一の方法の典型例は，東京地判昭和34年11月7日（下民集10巻11号
2358頁〉〔判例2〕に見出される。そこでは原告賃借人が被告印刷業者に対し，
印刷事業から発する騒音，震動により精神的苦痛を受けたとして，機械の移動
日を境にして，それ以前では1ヶ月15,000円の割合による，それ以後は操業の
(6) たとえば，大阪国際空港公害訴訟の次の原告の損害賠償請求，被告が大阪国際空港
において，午後九時以降翌日午前七時までの聞の一切の航空機の発着〔この間の発着
禁止が差止請求〉ならびにその余の時間帯において騒音が原告らの居住地域で65ホン
を超える一切の航空機の発着を禁止するまで，一人につき毎月11,500円の割合による
金員をそれぞれ支払え。」の内，口頭弁論終結後のものが将来の損害賠償請求となる。
(7) なお野村・淡路・公害判例の研究110頁以下参照。
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停止にいたるまで1ヶ月10,000円の割合による慰籍料を請求している。
これに対して裁判所は，口頭弁論終結にいたるまで、に原告が蒙った精神的身
体的苦痛に対する慰籍料請求を認容しているが，口頭弁論終結後の将来の慰籍
料請求を棄却した理由については何ら触れていない。
（司補完的将来の損害賠償請求に関する判例
この判決と前後して，騒音公害に対する訴訟は，過去の損害賠償，及び差止
請求とともに差止が実現されるにし、たるまでの慰籍料請求とし、う方法が採られ
るようになったO
付） この申立方法による判例の中で，差止請求が認容され，あわせて差止に
いたるまでの損害賠償請求が認められたのは，次の二判例であるO
ひとつは，名古屋地判昭和42年9月30日（下民集18巻9・10号964頁〉〔判例
3〕であり，原告が被告会社に対し，騒音が55ホン以上にならないよう防音施
設をなすことを請求し，あわせて防音施設をなすまでの聞の将来の損害賠償を
請求したものである。
これに対して裁判所は差止請求を認容し，将来の損害賠償請求についても次
のような理由からこれを認容した。
「被告工場による生活妨害が将来とも継続するであろうことも充分推測できることで
あり，…－－将来，被告が本件工場からの流出音量を原告の受忍限度まで止めるまでは，
今後とも苦痛を味わい続けるであろうことも充分推測できることである。」
しかし，この判決の控訴審判決，名古屋高判昭和43年5月23日（下民集19巻
5号317頁〉〔判例4〕は，現在もはや騒音は受忍限度を超えていないとして差
止請求と将来の慰籍料請求を棄却しているO
補完的将来の損害賠償請求を認容した，いまひとつの判例は，岐阜地判昭和
43年5月9日（下民集19巻5号232頁〉 〔判例5〕であるO
裁判所は機械の運転禁止請求を認容し，同時に，機械の運転を停止するまで
の慰籍料請求を次の理由で認容した。
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「被告は，原告等の，機械の運転を停止され度い旨の度重なる要請を無視して操業を
続け，騒音，震動を発生して違法に向原告等の生活を妨害していることは明らかであ
り，更に将来に亘って右機械の運転を続けて右原告等の生活を妨害する倶れが認められ
るので，本件はその運転を停止するに至る迄の将来の損害金の支払を予じめ請求をする
必要ある場合に該当する。」
（ロ） 第二の申立方法による判例において，過去の損害賠償請求は認められた
が，差止請求と差止に至るまでの将来の損害賠償請求が斥けられた判例の中
で，将来の損害賠償請求を棄却した理由について言及しているものは，次の二
件であるO
まず，横浜地裁川崎支部判昭和38年4月26日（下民集14巻4号818頁〉〔判例
6Jは，「〔口頭弁論終結時前の〕昭和37年2月以降の本件工場操業による騒音
が原告において忍受すべき限度を超えたものと認めることのできる証拠がな
く，……今後更に県の指導が継続的に行われることが認められ，及びその指導
により事態はさらに改善されることが期待できる」として，将来に亘って受忍
限度を越える騒音を発することを前提とする将来の損害賠償請求は理由がない
としている。
次に，佐賀地判昭和42年10月12日（判例時報502号26頁〉〔判例7〕は，口頭
弁論終結時までの過去の損害賠償請求は認容したものの，差止請求を棄却し，
将来の損害賠償請求も，損害が将来も継続して発生することも認めながらも次
の理由で棄却している。
「原告は将来の損害賠償を予め請求しているが（もっとも原告は被告に防音設備設置
義務があることを前提としてその履行までの損害賠償を予め請求しているものである
が〉， 将来原告に生ずる損害額を現在確定することができないので，右請求を認めるこ
とができないく傍点角森〉。」
以上の判例に対して，将来の損害賠償請求について何ら理由も述べずに棄却
した判例として，各古屋地判昭和39年11月30日（判例時報398号48頁〉 〔判例
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8〕，津地判昭和31年11月2日（下民集7巻11号3101頁〉 〔判例9〕があるO
（四） 補完的将来の損害賠償請求の問題点
以上の判例が補完的将来の損害賠償請求が申立てられた事例であるが，各判
例の将来の請求権の認容要件の判断の適否については後に検討する。ここで
は，補完的将来の損害賠償請求において特有の問題を考察する。
付） それは，将来の損害賠償請求と，差止請求権の執行方法としての間接強
制との関係であるO
補完的将来の損害賠償請求は，独立的将来の損害賠償請求とは異なり，間接
強制と同様に，差止請求の実現に至るまでの金銭賠償としづ形態をとるO しか
し制度目的は異なり，請求の申立方法も異なるのであり，その点，明確に区別
する必要があるO
この点からすれば， 〔判例4），〔判例8〕と〔判例9〕は，いずれも口頭弁
論終結時前にすでに損害の発生が止んだことを認定し，差止請求を認めなかっ
たものであるが，差止請求権自体の存否とは別に，将来の損害賠償請求の訴え
についても， （実際には否定される場合が多いだろうが〉裁判所はその要件の
存否を判断すべきである点で疑問である。
思うに，このような将来の損害賠償請求を，差止請求の執行としての間接強
制の先取りとみなし，差止請求の棄却が当然，将来の損害賠償請求の棄却を意
味するものと考えられている場合があるのではなかろうか。後述の，土地明渡
請求を認めるとともに当然，賃料相当額の将来の損害賠償請求を認め，労働者
の解雇無効確認とともに当然，将来の賃金請求を認める実務例とは逆の意味で
(8）補完的将来の損害賠償請求が申立てられた事例として他に，名古屋地判昭和54年 6
月28日判例時報936号18頁（場外馬券売場騒音公害に対する差止請求ー売場開設当初
から現在及び将来を通じて被害が受忍限度を越えていないとして棄却〉，なお，名古
屋新幹線公害訴訟・後掲〈判例13コも第二の形態をとるが，大規模公害訴訟のひとつ
として後に扱う。
(9) 民事執行法172条は間接強制によって命ずる金銭を違約金とみなしその金額は損
害賠償額に拘束されることなく，債務の履行を確保するために相当と認められる額が
命ぜ、られる。田中康久「新民事執行法の解説・増補改訂版」 376頁参照。
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の，それらを将来の給付の訴えとして明確に認識しない場合がありはしないだ
ろうか。
もしそうだとすれば，将来の損害賠償請求棄却は理由不備の事由に該当する
こともあろう。
なぜならば，差止請求と将来の給付請求とは認容要件が異っているのであ
り〈本稿注凶参照〉，前者の棄却は当然に後者の棄却にはならなし、からである。
また，原告は，差止請求を求めているからこそ，差止請求が認容された場合の
将来の損害賠償請求を，差止が実現されるまでとの終期を付している場合もあ
りうるからである。
したがって，裁判所は，差止は認められないが，将来の損害賠償請求を認容
する可能性がある場合には，そのような終期は意味がなくなるわけだから，原
告に対して釈明権を行使すべきである。
問題の三判例は，以上の指摘した点からみて，結論的には異なった結果にな
る事例にあたるものではないが，以上の将来の給付の訴えについての認識は常
に必要であろう。
（ロ） しかし困難な問題は〔判例3〕のように，差止請求と補完的将来の損
害賠償請求の双方が認容される事例において生じる。それは第一に差止請求が
債務者により任意に，あるいは強制執行により履行されるに従い，段階的に将
来の損害賠償額が減少することが予測されるが，その事情を判決時にし、かに判
断すべきか，という点であるO 第二に，差止請求について，債務者が任意に履
(10) なお第一の問題点については， 〔判例3）は次のように述べている。 「なるほど，
被告によって防音措置が除々に講じられるときは，それについて原告の苦痛も除々に
減少する道理であるが，前認定の55ホンまでに流出音量を押えたからといって原告の
苦痛がなくなるものでないことは注意を要する。前認定の55ホンは原告の苦痛の出発
点ではないのであって，原告が被告のために受忍するほかないところの限界点だとい
うことが理解されるべきである。・…・・原告の右主張額は過大というより，むしろ控え
目な苦痛の評価であると認められる…ーから，そのまま肯認するのを相当とする。」
これは「確実に予測される範囲内（後注37）」で賠償額を認容した判例とも解せよう。
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行しないばあいに，債権者が間接強制を申立てた時，債務名義をもっ将来の損
害賠償請求権との関係で，実務上，問題はさらに複雑になるだろう。
第二の点については，試論ではあるが次のように考えるO
間接強制において命ぜ、られる金銭は， ドイツ法のような秩序罰金（Ordnun-
ω 
gsgeld）ではなく，債権者がこの金銭を受領すれば，その限度で損害に充当さ
(12) 
れ，法定の違約金の性質を有するものであるから，当然，将来の損害賠償請求
と競合することになるO 民事執行法第172条4項は，以上のことを前提とした
規定であるO
したがって債権者の将来の賠償請求の債務名義に基いて，すでに執行がなさ
れている場合，なおも債務者が差止を実現しない時は，債権者の申立により裁
判所はすでに行なわれている将来の賠償請求の執行を考慮して，命ずべき間接
強制の金額を定めるべきである。しかし差止請求の間接強制が行なわれ，債
権者が，不履行による金銭を受領した後になお将来の損害賠償請求の債務名義
に基き執行を求めるなら，損害賠償請求権はその限度において消滅しているの
であるから，それは請求異議事由（民事執行法35条1項〉になるであろう。
将来の賠償請求を認容する結果，以上の複雑な問題が生ずる恐れはあるが，
そのために訴えを却下すべきではない。第一に，差止請求の執行として間接強
制の他に代替執行（同 171条〉もあり，その場合には以上のような競合は起こ
り得ないし，第二に，将来の賠償請求の間接強制的機能により債務者が任意に
履行するのを，原告は期待してよいからであるO この間接強制的機能が作用し
ない場合にはじめて上述の問題が生じるのであるO
同独立的将来の損害賠償請求に関する判例
公害訴訟は，四大公害裁判における過去の損害賠償請求を中核とする訴訟か
仕1）竹下守夫「生活妨害の差止と強制執行・再論」名古屋新幹線訴訟判決を機縁とし
て，判例タイムズ428号35頁，注10参照。
（ロ） 浦野雄幸「逐条概説民事執行法〈改訂増補〉」 346頁参照。
- 83ー
ら，人格権，環境権理論の台頭と発展とともに，公害被害の事前防止を目的と
する差止請求が中心の訴訟へ展開していった。
この新たな展開にともない，これらの訴訟における将来の損害賠償請求の位
置づけも次の点で変らざるをえなかったといえよう。
第一に，訴訟が大規模化し，原告の求める将来の損害賠償請求金額も，全体
として高額になったこと，第二に，将来の損害賠償請求が，差止請求権が実現
されるまでの補完的手段であるにとどまらず，差止請求権が裁判上認容され，
差止が現実に達成されでもなお，継続的に発生するであろう損害に対しでも，
将来の損害賠償請求としづ手段により救済を求めようとする方向があらわれた
こと，第三に，以上の二点から，将来の損害賠償請求に，不法行為抑止機能を
持たせようとする観点が顕在化してきたことであるO
独立的将来の損害賠償請求による，すなわち，過去の損害賠償請求，差止請
ω大阪国際空港公害裁判では原告は270名を越え，各自，毎月11,500円の将来の損害
賠償を請求している。
(14) 差止請求権と損害賠償請求権のそれぞれの認容要件にし、かなる違いがあるのかは実
体法上困難な問題である。ただ，受忍限度論者の主張する，差止違法は賠償違法より
も高いとする「違法性段階説」に賛同しなくても差止では賠償と異なる判断ファクタ
ーがし、くつか加わるのであり，結果として，賠償は認められるが，差止は認められな
い事例は少なくないだろう。この点につき， 沢井裕「公害差止の法理J114頁以下参
照。
なお，差止請求との関係で，将来の損害賠償請求をどのように評価するかは別の問
題である。（本稿後掲注ω参照。〉公害訴訟において差止請求の他に将来の損害賠償請
求を申立てざるを得ない社会状勢ないし，現在の法理論・法解釈の現状が本稿の出発
点であり，その将来の給付の訴えの要件と効果を考察することが本稿の目的である。
回将来の損害賠償請求の不法行為抑止機能については，これが原告により主張された
ことは次の各訴訟の被告の答弁からうかがえる。
「原告らは制裁的要素を含む将来の慰籍料請求にふれるが，このような請求は立法
措置をまたない限り認める余地はないしまた，これに間接強制的役割を期待するこ
とは許されない。」名古屋新幹線公害訴訟，判例時報976号157頁参照。
「将来の請求の訴えに不法行為抑止の機能を持たせるべきで、あるとの説にいたって
は全くの論外である。」大阪国際空港公害訴訟，判例時報797号44頁参照。
-84-
求及び将来の損害賠償請求を求めた訴訟は，大阪国際空港公害訴訟〈第一審判
決，第二審判決〉と横田基地公害訴訟の二つの訴訟であるが，名古屋新幹線公
害訴訟における将来の損害賠償請求L 補完的形態を有しながら，上述の第一
点と第三点の要素を含んでいるので，ここではこれらの三つの訴訟を，将来の
損害賠償請求の新しい流れとして検討していこう。
付） まず，大阪国際空港公害訴訟第一審判決，大阪地判昭和49年2月27日
（判例時報729号〉 〔判例10〕は，騒音等による被害がなくなるまでにはなお相
当の日時を要すると認めながらも，①被告が騒音対策等を講じる予定であり，
また期待で、きる，②かかる対策が講じられた場合には，その結果如何により原
告らが被るであろう精神的損害も軽減され，もしくは消滅することも予想され
るが，右対策の実施およびその効果の発生は将来に待つべきものであるから，
慰籍料算定の基礎となるべき事実ないし条件は未だ確定していないとして斥け
TこO
（ロ） これに対して控訴審判決，大阪高判昭和50年11月27日（判例時報797号39
頁〉〔判伊m〕は，将来の損害賠償請求を認容し，次のように理由づけている。
「本件の将来請求は，将来における不法行為の成立および損害の発生を前提とするも
のではあるが，過去から現在まで、長期間にわたり権利侵害の状態が継続している本件の
ような場合には，近い将来に侵害または損害の発生が止む蓋然性のあることが被告によ
って立証されないかがり，将来にわたって同様の侵害状態および損害の発生が継続する
ものと推定すべきであり，したがって請求権発生の基礎たる事実関係を現時において確
定しうるものとして，請求を認容することができるものと解される。」
原審判決と異なる結論に至った理由は，第一に，
「被告の音源対策は著しい騒音軽減の効果をもたらすものとは認められず，民家防音
工事も若干の効果はあるとはし、ぇ，被害の抜本的な対策とみるには足りないものである
から，なお当分の間原告らに対する侵害は継続するものと認めるほかはない。」
とする，将来継続して損害が発生するか否かの点についての事実認定の相違が
側本判決の原告の請求の趣旨については注（6）参照。
挙げられる。
しかし第二に注目されるべき点は，慰謝料算定の基礎となるべき事実ないし
条件は未だ確定していないとする原審判決理由に対して，次のように，確実に
予測しうる範囲で賠償を命じれば足り，それが両当事者間の公平に合致すると
した点で、ある。
「なお，将来発生すべき損害の程度等に一部不確実な事情があるとしても，確実に予
測しうる範囲で損害賠償を命ずることは妨げられないものと解されるばかりでなく，こ
れまで長期間侵害が継続されてきた本件においては，不確実な部分があることによる不
利益を原告らに帰することは公平の見地からも相当でなく，損害の発生またはその額を
左右すべき新たな事d情が生じた時に，被告においてその事実を立証して執行を妨げるこ
ととすれば足りるものというべきである。」
本判決のいまひとつ注目される点は，将来の損害賠償請求の終期を， 「原告
と被告との聞において，大阪国際空港に離着陸する航空機の減便等の運航規制
についての合意が成立するまで」としたことであるO
付 しかし，大阪国際空港公害訴訟と同じく，航空機騒音公害に関する，横
田基地公害訴訟第一審判決，東京地裁八王子支部判昭和56年7月13日（判例時
報1008号24頁〉 〔判例12〕は，将来の慰籍料請求はその要件事実の証明が不十
分であるとして棄却した。
その理由は第一に，単にある月において〈一回でも〉夜間飛行が行なわれ或
いは一定レベル以上の騒音が発生したことによって，直ちにその月における慰
籍料請求権の発生が認められるものではない点を指摘し，第二に，慰籍料請求
権発生の要件である環境破壊の程度が受忍限度を超えているか否かの点は，諸
般の事情を総合して判断する必要があるとして，本件においては次のように判
断した点で、ある。付），横田基地の軍用飛行場としての性格上，同飛行場におけ
る航空機騒音等の状況には恒常性がなく，将来を予測することが極めて困難で
(17) この点について，竹下・前掲（注2)34頁以下，に詳細な反論が展開されている。
なお本稿後注側参照。
- 86ー
ある。（ロ），被告の周辺対策が漸次充実してきている等により，将来における横
田飛行場周辺地域の被害状況を予測するには，不確定な要素が多く，現在にお
いて的確な判断をすることは不可能である，と。
したがって本判決は，付）の理由により〔判例11〕と事情が異なることを示し
ながら基本的に前掲〔判伊UlO〕と同様の理由により将来の損害賠償請求を斥け
たものと解することができる。
件） 名古屋新幹線公害訴訟第一審判決，各古屋地判昭和55年11月5日（判例
時報976号50頁〉〔判例13〕は，原告の差止請求を斥け，差止請求が実現される
まで、の将来の慰籍料請求を却下したものである。
しかし，本判決は原告の将来の慰籍料請求を斥ける理由を，現在既にその基
礎たる関係が存在し，その内容は明確であると判断しながらも，予めその請求
をする必要がないという点に求めた。
この点につき判決は次のように述べる。
「被告が現段階において損害賠償債務の存在を争っていることは弁論の全趣旨により
認められるが，過去の損害賠償請求についての判決が確定し，損害賠償義務のあること
が争いえなくなったときは，口頭弁論終結時と同様の被害の状態が継続するかぎり（原
告らの蒙る精神上の苦痛に対する慰籍料の額は過去の慰籍料の額と同一であると解され
る）， 被告においてこれを適時に履行すべきは当然であり，被告が前叙の如く高度の公
(18) 同旨，森島昭夫「損害論」半I]時1008号18頁。また，森島教授は，時効の問題との関
係につき，慰籍料請求権が日々消滅時効にかかるとすれば，原告は将来繰り返し訴提
起をしなければ請求権の保全ができないことになり，被告の負担に比べて原告の負担
が大きくなり過ぎるように思われるとの重要な指摘をされている。
一方，伊藤進教授は，本判決が受忍限度の判断につき，過去の賠償請求と将来の賠
償請求と分けて判断しているとされ， 〔判例lOJとも異った新しい否認の論理を構築
したと解される。また，将来の賠償請求にかかわる受念限度の判断要素につき，いつ
をもって確定するかという新しい問題を投げかけているとされる。伊藤「受忍限度に
ついて」判例時報1008号12頁。
しかし将来の受忍限度の判断要素についても，裁判所は，口頭弁論終結時に確定す
る他ないのではなかろうか。
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共性を有する公法人であり，かつ，将来にわたって新幹線を維持管理してし、かねばなら
ないところからすれば，将来の慰籍料請求について，被告に適時の履行を期待できない
とは認め難し、ものがある。そうだとすれば，将来の慰籍料請求について，現在，直ちに
強制的な履行の必要があるとは，にわかに断じ難く，ひっきょう，右請求は，原告らに
おいて予めその請求をする必要があるとすることができない。」
本判決は，本稿で挙げた判例の中で，将来の損害賠償請求を， 「予めその請
求をする必要」がなく，訴えの利益も欠くものとして却下した，唯一の判例で
あるO 〔判例10,11, 12〕とは異なり請求の基礎の確定等が問題にならない事
案においてもなお，将来の損害賠償請求を斥ける可能性を示した点で、注目され
なければならなし、。しかしその論旨は不明確であるO
まず第一に， 「損害賠償義務のあることが争いえなくなったとき……，被告
においてこれを適時に履行すべきは当然であり」としづ文言の意味内容がはっ
きりしなし、。将来において被告が適時に履行しないときは，損害賠償義務のあ
ることは明らかであるから，原告はその都度，過去の損害賠償請求の訴えを提
起することにより容易に賠償を得ることができるという意味だろうか。
しかし，とりわけ回帰的給付請求についての将来の給付の訴えの目的は，ま
伽）
さにそのような原告の不利益を回避するところにあるといえよう。
(1功 中井美雄「損害」判時976号25頁以下も判決の趣旨の不明確性を述べる。
位。 将来の回帰的給付の訴えの目的は，債務者が不履行の場合に債権者がその都度提訴
せざるをえない不利益を回避することを第一に挙げなければならない。
日本民事訴訟法では「予めその請求を為す必要ある場合」（民事訴訟法226条〉とし
て要件を一般的に規定したため，将来の回帰的給付の訴えの制度目的が， 「債務者が
正当の時期に給付をなさないおそれがあると認められる情況がある場合」 （ドイツ民
事訴訟法259条〉とし、う要件の中に希釈化される恐れがあることに注意しなければな
らない。
ドイツ民事訴訟法は将来の回帰的給付の訴えについては特別に規定を設けている
（ドイツ民事訴訟法258条参照。〉。そこでは上記259条の要件は必要とされていない。
さらに，判例・通説とも，判決時に展行期到来の定期金が存在することも要しないと
する。その理由は，本条が，債権者が同ーの訴訟を繰り返す不利益を回避すること
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したがって本判決の論拠は，被告が将来にわたって適時に履行するであろう
と認定した点にあるといわざるをえない。
第二に論旨が不明な点は，しかしながら， 「高度の公共性を有する公法人で
あり，かつ，将来にわたって新幹線を維持管理してし、かねばならなし、」被告に
対して，なにゆえに適時の履行が期待できるのかという点であるO
これらの論点について，被告が国である，大阪空港公害訴訟第二審判決は，
「被告が損害賠償義務を全面的に争っている弁論の全趣旨に照らし，原告らに
ω 
おいてあらかじめその請求をする必要があることも明らかである。」と述べて
いるにすぎなし、。しかし，判例，学説においても，継続的または回帰的給付請
求にあって，すで、に履行期の到来した分について履行がない場合には，特別の
事由がないかぎり，弁済期末到来の債務についても不履行を反復するおそれが
制
あるものとして，将来の給付請求の必要性が認められているo
本判決は，この特別の事由を認めた判例と解されようが，そもそも回帰的給
付請求，とりわけ，将来の損害賠償請求において，上述のように，反復的に訴
にあるからである（Vgl.Stein-Jonas-Schumann-Leipold, ZPO, 19. Aufl., 1968, S. 
1034f. Stein, Uber die Voraussetzungen des Rechtsschutzes, Festgabe fir Hermann 
Fitting, 1903, S. 382ff. RGZ 63, 406f.) 
また，将来の給付の訴えの成立史（本稿注（1）参照。〉からみても，普通法， プロセ
イン法を通じて，将来の回帰的給付請求権は独自の道を歩み， 1898年のドイツ民事訴
訟法改正において次の立法理由の下で規定されたのである。 「この〈将来の回帰的給
付の訴えの〉規定は，とりわけ，同ーの対象に関する法律上の紛争が継続的に操り返
されるのを予防する（vorbengen）ことを目的とする。」（Vgl. Hahn, Materialien, 8. 
Bd. S. 100.) 
このようなドイツ法における将来の回帰的給付の訴えの目的と取扱し、は日本法にお
いても参考に価しよう。したがって，回帰的給付の場合には特に，債務者が将来，任
意、に履行することについての説得的な根拠を必要とすると考える。
なお将来の給付の訴えの概念と権利保護の必要性とは，必ずしも不可分のものでは
ないことにつき， Vgl.Allorio, Rechtsschntzbediirfniss? ZZP 67. Bd. S. 328f. 
ω 判例時報797号74頁。
ω 判例学説については注ω参照。
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えを提起せざるを得ない原告の不利益の回避という目的との関係で，訴えの利
ω 
益をどう位置づけるかとし、う問題を最も鮮明に提起した判例といえよう。
以上の13判例が騒音公害訴訟で将来の給付の訴えが提起されたものである。
各判例につき詳細に検討することは本稿の目的ではないが，考えうるすべての
形態，認容理由，却下理由がすでに集積されたようであるO 節を替えて，整理
と検討を行ないたい。
ニ将来の損害賠償請求の訴えの要件
←） 将来の損害賠償請求権を含む，継続的または回帰的給付請求権につい
ω 
ては，現在すでにその基礎の関係が存在して，その内容が明確であり，かつ，
あらかじめ請求をなす必要のある場合には，将来の給付の訴えを認容すること
ができると一般に説かれている。
「あらかじめ請求をなす必要のある場合」とは， 「一般的に言えば，給付義
務の性質もしくは内容，あるいは，債務者が履行期に履行しないおそれがある
などの事情によって，履行期の到来または履行の条件の成就時まで債権者に訴
えの提起を許さないものとすることが債権者の保護のうえで適当でないと考え
車場
られるような場合」である。ここでは，すでに履行期の到来した分について履
行がない場合，あるいは，債務者の言動よりして，債務者が履行期に履行しな
い意思であることが明らかに推知できる場合が該当する。
以上の通説を念頭におきながら， これまで分析した判例の中で問題となっ
ω なお注側参照。また，本判決は差止請求を認めないー根拠として，過去の損害賠償
請求の， 「将来の加害行為を抑止すべき機能」の存在を挙げている（判例時報976号
419頁。〉。しかし将来の給付請求の抑止機能は実際のサンクションを伴っている点
で大きく異なる（本稿102頁参照。〉。
中井前掲（注19)26頁も同様の趣旨で批判する。
ω 斎藤編・注解民事訴訟法（4)（林屋礼二執筆） 93頁，および同頁注rrz~に挙げられた文
献の他，三ヶ月章「権利保護の資格と利益」民事訴訟法研究第一巻27頁。
側斎藤前掲94頁以下。
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た，将来の損害賠償請求の認容要件について整理してみよう。
（二） まず，将来の損害賠償請求を棄却ないし却下した判例の中で，請求を斥
けた根拠をみると次のように分類される。
第一に，口頭弁論終結時にはもはや損害が発生しておらず，また，将来，損
害が発生するおそれがないとするもの（請求権発生の基礎たる関係が存在しな
い〉 〔判例1, 6〕。
第二に，将来も損害が継続して発生するであろうことを認めながらも， 「損
害額を現在確定することができなし、」〔判例7), 「慰籍料算定の基礎となるべ
き事実ないし条件が未だ確定していなし、」〔判例10), 「将来の被害状況を予測
するには不確定な要素が多く，現在において的確な判断をすることは不可能で
ある」 〔判例12〕など，現在すでに損害賠償請求権の基礎の関係は存在してい
るが，その内容が不明確であるとするものO
第三に，現在すで、にその基礎たる関係が存在し，その内容は明確であるが，
予めその請求をする必要がないとするもの〔判例13）。
以上のうち，差止請求訴訟の中に将来の給付請求を位置づけるならば，現在
もはや損害が発生してておらず，将来も同様である事案の第一の要件は重要で
闘
はなかろう。
(26) 以上のように，将来の損害賠償請求の認容要件を三段階に分類したが，このことは
第三の場合にのみ「予めその請求をする必要」という点が問題になることを意味する
ものではない。請求権の基礎の関係の存在，内容の明確性の点についても， 「予めそ
の請求をする必要」が存在するが否かの問題であり，訴えの利益として捉えられるべ
きである。したがって上述の三要件のいずれかが欠けるばあいには訴えは却下すべき
である。
なお， ドイツ民事訴訟法258条によれば，将来の回帰的給付請求については，被告
が将来履行しないであろうとしづ要件は求められていない（前注側〉。被告が任意に
履行することが明らかな場合には，訴え却下とはならず，原告が訴訟費用を負担する
にとどまる（同93条〉。しかし給付の額について決め手となる事情が十分確定してい
ることが必要であり， さもなくば訴えは却下される。（Vgl. Stein-Jonas-Schumann-
Leipold, a. a. 0., S. 1034.) 
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位） これに対して，将来の損害賠償を認容した判例の内，注目される判決理
由を挙げるO
第一に，請求権の基礎の関係が存在しているか否かの点につき，継続的権利
侵害のばあいには，近い将来に損害の発生が止む蓋然性のあることを被告が立
証しない限り，将来にわたって同様の侵害状態および損害の発生が継続するも
のと推定すべきであるとした点〔判例ll)o
第二に，請求権の内容の明確性の点，とりわけ，損害賠償額の算定と請求権
の終期の問題について，確実に予測しうる範囲で損害賠償を命じた点。この点
は， 〔判例3〕においては，原告の将来の慰籍料請求金額は控え目な苦痛の評
例
価であると裁判所が判断した点にも間接的に推測されるが， 〔判伊Ull〕におい
て， 「将来発生すべき損害の程度等に一部不確実な事情があるとしても，確実
に予測しうる範囲で損害賠償を命ずることは妨げられなし、」とした点に明確に
表明されているO
第三に，損害の発生またはその額を左右すべき新たな事情が生じた時に，被
告においてその事実を立証して執行を妨げることとすれば足りるとして，被告
の不利益に対する救済方法を示している点である〔判例ll)o
（同以上の争点について検討を加えてみよう。
(1）第一に，継続的権利侵害のばあいの近い将来に損害が止むか，あるいは
重大な変更が生じる蓋然性のあることについて被告が立証責任を負う点につい
ては，公害訴訟における証明責任の問題として基本的に賛同すべきであり，ま
た，将来の給付の訴えが認容されるか否かは多く事実認定で決せられる点で重
要な論点であるが，本稿で詳論する余裕はない。
（勾 第二に，損害の発生が止む蓋然性を立証できないまでも，将来の損害賠
償請求権の発生の要件事実について，不明確な点や変動が生ずる可能性〔判例
12〕を被告が示した場合に，その不明確性をもって将来の損害賠償請求を斥け
ることの適否が問題となる。
自力 前注ω参照。
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この点に関して私の結論を先に述べるならば，将来の損害賠償請求を確実に
予測しうる範囲内で命じ将来の事情の変更があり，その内容に変動が生じた
ときは，被告において請求異議の訴えを提起する方法，つまり〔判例11〕の採
る方法が基本的に当事者間の公平に合致すると考えるO 以下，その根拠を述べ
よう。
付） まず，この種の訴えの本質に関わる問題であるが，将来の継続的回帰的
給付請求については，そもそも将来の事情の変更の可能性が存在するのであ
り，請求の基礎が確定し，その内容が明確であることを常に厳格に要求するな
らば，この種の将来の給付の訴えの保護範囲は限定されざるをえないという不
当な結果になるからである。
将来の回帰的給付の訴えの目的は債務者が不履行の場合に債権者がその都度
提訴する不便を回避するところにあるく前注ω参照〉。しかし， この目的から
は，将来の請求権全体について紛争の一目的解決を目指さなければならない，
さもなくば将来の給付の訴えの制度は利用できないとし、う結論を導き出すこと
はできなし、。
むしろ，事情の変更は予定されているのであり， ドイツ民事訴訟法の変更の
訴え（323条〉，日本民事執行法における，事情の変更があった場合に間接強制
決定を変更できるとする規定（172条2項〉は，その可能性を前提にしている
倒
のであるO
判例も，紛争の一回的解決を必ずしも厳格に要求しているものではないこと
(29) 
はよく知られているO 明示した一部請求を認め（最判昭和37年8月10日民集16
巻8号1720頁），最終口頭弁論終結時に予測しえなかった後発的損害について
側後者は執行法上の問題ではあるが，同様の考え方に立つ（田中，前掲注（9)377頁参
照〉。 ドイツ民事訴訟、法323条については，後注闘の小山論文参照。
ω もっとも，将来の給付の訴えを確実に予測しうる範囲で認めることはp 原告が一部
請求を求めていることを意味するものでないことは当然である。全部請求の内，確実
に予測しえない部分については訴えの利益なしとして却下するのである。
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後訴を斥けてはいない〈後遺症の治療費用を認める，最判昭和42年7月18日民
集21巻6号1559頁〉。
さらに，他の将来の回帰的給付についても，実際には確実に予測しうる範囲
内で請求を認容しているのであるO 土地家屋明渡済にいたるまでの賃料，地代
ωω 
相当額の将来の給付請求，解雇無効を前提とした将来の労働賃金請求は，将来
変動が当然予測されるが，多くの判例が口頭弁論終結時の事情を基にして確実
に予測しうる範囲内で認容している実情は直視しなければならない。
以上からして将来の損害賠償請求に対して特に，請求の基礎の確定，内容の
明確性を厳格に要求する根拠を見出すことはできなし、。むしろ反対に，継続的
不法行為の抑止（次節で論じる。〉をこの訴えの第二の機能として認識するな
ω 
ら，その要求に対しては柔軟に対処すべきであるO
例。 後注倒参照。
ω 後注側参照。
ω私は，将来にわたって永く，当事者聞の法律関係を規律する目的を持つ，将来の給
付の訴えや差止請求の訴え，あるいは定期金賠償の訴えについては，事情変更によ
り後訴は許されるかどうかとしづ問題以前に，そもそも上述の訴えにより，いかなる
範囲まで，いかなる程度の確実性をもって紛争を解決しておくことが両当事者の公
平，ひいては真の紛争解決になるかという点が第一に検討されなければならないと考
える。
差止訴訟において判決の主文に，いわゆる抽象的不作為義務を命じることの可否の
問題（竹下・前掲（注11）論文参照。〉，あるいは執行力の客観的範囲の問題（中野貞
一郎「執行力の客観的範囲ー承継執行と転換執行」山木戸教授還麿記念・実体法と手
続法の交錯・下288頁以下参照。〉は，判決と執行との関係ではあるが共通の問題点を
含んでいよう。
なお，三ヶ月章「紛争解決の一回性と再施可能性」研究第8巻l頁以下参照。
このためには，将来の給付の訴えにより，実際に何が求められているのか，この訴
えの目的と機能は何かとし、う考察と認識は不可欠である。 （最近の確認訴訟の紛争解
決機能をより積極的に評価しようとする動き，あるいは確認訴訟の機能そのものの再
検討の試みも同様の問題意識を持つ。青山善充「確認の訴え」ジュリスト増刊・民事
訴訟法の争点142頁以下，伊藤具「確認訴訟の機能」判例タイムズ339号28頁以下参
照。〉。次節で将来の給付の訴えの機能について論じる理由はここにある。
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（ロ） 以上の点は原告の不利益にならないし当事者の公平に合致するO
原告については，将来の損害賠償請求が，後述のごとく不法行為抑止機能を
有し，原告の意図も，多くその点にあることである。したがって，確実に予測
しうる範囲で将来の損害賠償を命じることは原告の意図に反せず，不確実な範
囲について将来の給付の訴えによる救済を受けられなくても一概に原告に対し
て不当であるとは思われない。
刊 さらに，上述の方法によって被る，被告の不利益が，はたして不当なも
のであるかどうかという点である。将来の給付の訴えにより原告を保護するか
否かの判断において，畢寛問題となるのは，回帰的請求権については，原告の
将来の反復的に給付の訴えを提起せざるをえない不利益と，被告の，将来，事
情が変更した時に請求異議の訴えを提起せざるをえない不利益との比較衡量に
つきるのであるが，その際見落してはならないことは，将来ではなく，現在す
でに存在している，被告の原告に対する権利侵害とし寸法律状態であるO
回帰的請求権において，履行期の請求権の不履行は単にその履行期到来分の
債権侵害にとどまらなし、。それは，被告が将来，適時に履行しないだろうとい
う訴えの利益の存在を推定するものであるが，同時に，原告の実体法上の将来
の回帰的請求権侵害という面からも，とらえられるべきである。このような，
ω 
被告の現在の権利侵害という点において，被告の不利益は正当化されよう。
側将来の給付の訴えは，歴史的に見れば実務の必要性から発生し，後に立法化される
ことになったのだが，この将来の給付の訴えの理論づけ，とりわけ，将来の給付請求
が認容されたばあいの被告の不利益をどう正当づけるかについて，立法当時， ドイツ
の学説において様々な試みがなされた。
たとえば，モースは，条件付，期限付請求権を有する者は，その条件，期限の成就
前にすでにこの権利を享受することを様々な関係で法的に保証されているとし，この
権利を，条件，期限の成就前において侵害する者はその責任を，将来の給付判決とい
う形で負わなければならず，このことは侵害者に対して不当な結果ではないと説明す
る。（Vgl.Moos, a. a. 0., S. 25.) 
将来の回帰的給付の訴えについては，ラングハイネケンは，回帰的給付請求権を，
回帰的に発生する Einzelanspruchの集合体である Gesamtanspruch とみなし現
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「これまで長い間侵害が継続されてきた本件においては，不確実な部分がある
ことによる不利益を原告らに帰することは公平の見地からも相当でな〈傍点筆
者。〉」 〔判例11〕いことは，この意味からも正当であるO
以上の論拠から，将来の損害賠償については，確実に予測しうる範囲で命
じ，被告に対しては請求異議の訴えによる救済方法を与える方法を正当と考え
紛倒防
るのである。
(3~ 最後の争点， 〔判例U13〕が提起した訴えの利益の問題については，本稿
注側を参照されたい。
在，履行期にある Einzelanspruchが不履行になっているばあい，それは同時に Ge-
samtanspruchの侵害であるとする。したがって将来の給付の訴えは，第一に，不履
行の請求権侵害を直接除去し，第二に， Gesamtanspruchの将来の侵害の不作為を命
ずるものであり，後者は，将来，履行期の到来する請求権の適時の給付を命ずること
を意味すると解している。（Vgl.Langheineken, Der Urteilsanspruch, 1899, S. 216.) 
将来の給付の訴えのこのような理論づけは，十分意義があるものと思われるが，別
稿の研究課題としたい。
ω 以上の論拠において，私は，不法行為による将来の継続的損害賠償請求権が実体法
上認められることを前提にして議論している。この前提自体も問題にする余地はある
が，その実体法上の性格について，清水・前掲（注2)36頁，他注（2）に掲げた文献参照。
なお，この前提を否定する判例は，本稿で挙げた判例の中には見出すことができな
し、。
ω なお， ドイツ法において，将来の給付請求につき，請求額及び支給期間を定める基
礎たる事情が不安定で将来を予測することができない場合は，予測すべくもない部分
については損害賠償義務の確認のみがなされているo この点につき，小山昇「西ドイ
ツ民訴三二三条の訴えについて」（二〉・完，北大法学論集24巻2号， 393頁参照。
闘将来の給付の訴えにつき，以上のような，確実に予測しうる範囲で認容する判例は
公害訴訟において特殊なものではない。
同様の判例は，労働者の解雇無効確認の訴えと併合して提起される，解雇無効を前
提として将来の賃金の支払を求める訴えに関するものの中に見出される。この将来の
賃金支払請求に対する判例は次の四種類に分けられる。
付） 訴えの利益なしとして却下（金沢地判昭和31年2月24日労働民例集7巻1号58
頁（判例①〉。東京地判昭和44年2月15日労働民例集20巻1号142頁（判例④〉。東京地
判昭和45年3月20日判例時報596号87頁（判例⑤〉。〉
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（ロ） 相当期間を限って将来の賃金支払請求を認容（福井地小浜支判昭和37年 1月30
日労働民例集13巻1号34頁（判例②〉。〉
付使用者が，労働者を現実に職場に復職させる時点までの賃金支払請求を認める
（東京地判昭和43年12月21日労働民例集19巻6号1643頁（判例③〉。〉
件）将来無期限に賃金支払請求を認容（大阪地判昭和47年3月17日判例時報675号
88頁（判例⑥〉。〉
（ロ）の判例②はその理由として，労働契約関係は概して永い将来に亘る法律関係であ
るので，定期，臨時の昇給，扶養手当額の増減など，賃金額において絶えず変動があ
ることから，現存額を以て将来賃金を確定してしまうことは，労働者にとっても不利
益であり，使用者側も，事情が変更した場合，請求異議等で永い期間に亘って提訴す
る点で不利益であるとする。この種の法律関係については相当期間を限って将来給付
の訴えを許容するのが相当であり，このために労働者が一定の期間毎に将来給付の訴
えを提起する煩を忍ばねばならないのもやむをえないと述べる。
かすの判例③は，被告が原告らを現実に職場に復帰させればそれ以後の賃金債権につ
き，被告が支払をするであろうことは容易に推認されると判断している。
これに対して，付）の判例は，終期が未定であり，請求金額自体不確定である（判例
④⑤〉としながら，その上，解雇無効確認の勝訴判決が確定すれば，使用者が任意に
支払うであろうことを理由に挙げている。
したがって，ここでは，どの時点から確実に任意に支払がなされるかが争点となる
のであり，炉）の判例⑥は，被告が永い間終始一貫して就労を拒否していること等の事
情から，終期を付することなく請求を認めたものである。
このように，これら判例は，請求金額自体不確定であるとして一概に訴えを却下す
ることなく，種々の事情により，多様な判決を下す可能性を示しているといえよう。
なお，＠の判例についてのコメントによれば（判例時報596号87頁。〉，一般に解雇
が無効とされる場合，賃金支払を求める例が多く，しかも，将来給付の訴えの必要性
についてあまり考慮が払われることなく，認められることも多いようである。
たとえば，訴えの必要性について何ら検討しないで，無期限の将来の賃金請求を認
容した最近の判例として，福岡地判昭和56年 1月22日労働判例358号40頁を挙げるこ
とヵ：で、きる。
もっとも，無期限の将来の賃金請求を，訴えの利益について判断することなく認容
したとしても，多くは使用者が任意に支払い，あるいは労働者が将来辞職した後まで
も執行を求めないことから問題は生じてこないのだろう。ここでは将来の給付の訴え
は確認の訴えの機能しかなく， ワッハの言うようなく前注l参照〉，請求権の満足を
必要とする時が到来して執行を求める機会がなかった場合といえよう。
なお，家賃の増額請求と将来の給付の訴えに関して， 「将来の給付の訴」簡裁の実
務から・半Jj例タイムズ436号60頁参照。
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一 将来の損害賠償請求の訴えと不法行為抑止機能
ト） これまでの論述について私は将来の損害賠償請求の間接強制的機能，あ
るいは不法行為抑止機能を認める立場で述べてきたく本稿83頁， 95頁参照〉。
したがって，ここでは，この残された課題，将来の損害賠償請求の機能的側面
について考察することにしよう。
将来の損害賠償請求の不法行為抑止機能について肯定的な学説は，その意味
する内容は異なりながらも少なくなし、。たとえば，将来の損害賠償請求は「公
事時
害抑止のために機能するのでなければならなしづとされ，あるいは「不法行為
例 制
継続抑止を目的とする制裁金たる性質を有すべき」であると言われているO
帥 ここで、確実に予測しうる範囲とは何かについて解明しておく。
騒音公害では， 「00ホン以下に騒音発生が止むまで」とし、う終期が付されている
例が多い。これは原告の主張する損害が，以上の条件が成就するまでは， （あるいは
主張する以上の損害が将来発生するかもしれないが〉確実に発生することが予測され
るとし、う意味である。
労働者の将来の賃金請求では，たとえば復職するまでとし、う終期は，以上と異っ
て，復職したら任意に賃金が支払われるだろうとの訴えの利益の問題に関係する。
しかし賃金額については，将来変動が生ずることは当然予測されるわけだが，この
点については，将来の賃金請求を認めた判例は，口頭弁論終結時の事情を考慮して，
確実に予測しうる最低額の賃金額を算定したと解することができょう。
確実に予測しうる範囲を決定するのは弁論主義に反しない限り裁判所の職責である
が，具体的にその範囲を提示することができるか否かが，公害訴訟の原告の勝敗を決
することになろう。
側清水・前掲（注2)37頁。
側谷口知平「大阪国際空港夜間飛行禁止等請求事件判決について」判例時報729号121
頁。
帥 なお，西原道雄教授は，将来の損害賠償請求は差止が至上命令となるような多くの
大公害，典型公害においては，本来のあるべき姿ではないとされ，もっぱら差止実現
までのつなぎとして，さらに積極的には，差止実現のための手段としての意義を有す
ることになるとされる。もっとも， 「もちろん，観念的には，また金額の如何によっ
ては実際にもある程度までは，損害賠償にも将来の損害発生を抑止する機能，少なく
とも一般予防的機能は期待されている（傍点角森〉。」とされる。西原道雄「公害賠償
法の体系的地位」現代損害賠償法講座第5巻17頁以下。
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また判例においても， この機能を直接的にあるいは間接的に認め，期待する
ものも見出される。たとえば，
「被告としても，午後九時以降の航空機の発着の差止めと，六割にもせよ将来の損害
金の請求を認容されるというきびしい現実をふまえるならば，今後，午前七時から午後
九時までの時間帯においても， これまで予定していた範囲を越えてある程度減便等の
運航規制を行なうことは，やむをえないところといわなければならない。」〔判例11)
と述べる所に，将来の損害賠償請求の不法行為抑止機能を間接的に認め，期待
しているのがうかがえるし大阪地判昭和43年5月22日判例タイムズ225号120
頁は，原告が将来の給付の請求を申立てず，差止請求のみを申立てた事例であ
るが，差止請求を斥ける理由として，傍論ながら，将来の賠償請求の間接強制
的機能を次のように明言している。
「不法行為が現に行なわれており，客観的に見て将来に亘ってもこれが継続するであ
ろうことが明らかである場合には，将来発生すべき損害につき予め金銭賠償の給付判決
を得る訴訟法上の手段も存在するのであるから，これによって間接的に，被告が防音措
置をとるべきことを期待することが可能であり且つ現実的で、もある……。」（傍点筆者。〉
さらに，公害訴訟における原告がこの機能を期待して将来の賠償を請求して
いるのも明らかである。
仁） それでは， この種の将来の給付の訴えと不法行為抑止の機能は法的にみ
て， どのような関係にあるのだろうか。
ここでは，考察の手掛りとして，ヘンケルが「民事法における予防的権利保
護」とし、う論文の中で，予防的権利保護（vorbeugender Rechtsschutz）の中核
である不作為の訴えと，将来の給付の訴えとの異同を指摘している個所を論究
(4U 
(42) 
本稿注（1日参照。
W. Henckel, Vorbeugender Rechtsschutz im Zivilrecht, AcP 174, S. 97ff. 
このへンケルの論文については，その一部を上村明広教授が「不作為請求権」の本
質の点から紹介されている。上村「不作為請求権に関するー問題」末川先生追悼論
集，法と権利（3)49頁以下。特に57頁以下参照。
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することから始めよう。
へγケルは不作為の訴えを，原告が権利侵害を受忍、せざるをえず，事後的に
損害賠償を求める他ない事態になるのを防ぐ，そのような予防的権利保護形態
であると解する。これに対して，将来の給付の訴えは原告が判決を受けるには
遅すぎる事態になるのを防ぐ，「準備的権利保護（vorsorgenderRechtsschutz）」
~ 
にすぎないと規定しているO
このへンケルの規定は，たとえば債務が確定期限付のもので，その期限に履
行がなければ債務の本旨に合しないか，あるいは債務者に重大な損害が発生す
るのを防ぐ将来の給付の訴えには適確であり，その限りにおいて上記の規定づ
ω 
けは正当であろう。
（司 しかし，継続的不法行為に基く将来の損害賠償請求のばあいに，この規
定はそのまま妥当するであろうか。ヘンケルの不作為の訴えの考察をさらに検
討してみよう。
彼は，予防的権利保護を目的とする不作為の訴えの本質を，この訴えが，実
体法に規定される不作為義務に，例外的に訴求可能性を与えるものである点に
求めるo すなわち，不作為の訴えによって確認される被告の法律上の不作為義
務は，将来の被告の行為態様の基準となり，被告に課す作為，不作為命令の基
礎となるO つまり，不作為の訴えは，その法律上の義務それ自体を遵守するよ
（劫
う命令するものであると解するのである。
(43) Vgl. Henckel, a. a. 0., S. 105. 
ω本稿の問題設定とは逆に，不作為の訴えは将来の給付の訴えの一類型であり，した
がって将来の給付の訴えの規定が適用されるのではないかとし寸議論がドイツで展開
された。へンケルが将来の給付の訴えを「準備的権利保護」として，不作為の訴えと
異って定式化する意図は，以上の問題を否定するー根拠を示すことであった。不作為
の訴えを将来の給付の訴えとするものとして， Vgl. Hellwig, System des Deutschen 
ZivilprozeBrechts. I, 1912, S. 271f. ドイツの通説は現在の給付の訴えとする。 Vgl.
Stein-Jonas-Schumann-Leipold, ZPO, §259 I 2.Rosenberg-Schwab, Zivilprozeβrec ht, 
13. Anfl. 1981, S. 521. 
倒 Vgl. Henckel, a. a. 0., S. 110.同様の見解として， Vgl. Miinzberg, Bemerkungen 
zum Haftungsgrund der Unterlassungsklage. JZ 1967, S. 692. 
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このようなへンケルの不作為の訴えの構造分析と対比するならば，不法行為
による損害賠償の将来の給付の訴えにおいても，被告の一定の不作為義務，つ
まり当該の違法な行為をしてはならないとし、う義務が訴えにより確認され，将
来にわたってその義務の遵守を求めることになるのではなかろうか。ただ異な
る点は，不作為の訴えにおいては間接強制，代替執行とし、う手段により根本的
に義務遵守を求めるものであるのに対し，将来の給付の訴えでは，将来の違反
例
ごとに損害賠償という弱し、サンクションを課すにすぎないところにあろう。
（四） 以上の点は，継続不法行為に基く将来の損害賠償請求の訴えと，他の将
来の回帰的給付の訴えとの次の本質的差異を見れば，さらに明らかになろう。
たとえばドイツ法の将来の回帰的給付の訴えの典型例，不法行為に基づく身
体傷害に対する定期金賠償を考えよう。この訴えにおいては，その訴訟物は，
すでに過去の不法行為の効果としての原状回復請求権にすぎず，将来の不法行
為に対する被告の不作為義務は問題とならなし、。したがって，いわゆる不法行
為抑止機能は，当該の原告に対して，ある具体的な不法行為を，将来行なって
はならないと機能するものではなく，せいぜ、い，すでに行なわれ，裁判上確認
されたものと同様の，あるいは類似の不法行為を，将来，万人に対して行なっ
（叫
てはならないと機能するものでしかない。
側 ~~＼，、ものではあるが，サンクションたる機能を有することは，民事訴訟法旧第734
条の間接強制において命ぜられる金額を，厳格に実体法上の，現実の損害額を標準と
して定めるべきであるとの学説・判例があったことからも，逆の意味で理由づけられ
よう（浦野・前掲（注10)345頁以下参照。〉。
仰 ドイツ民法843条参照。 「ドイツ不法行為法制」判例タイムズ441号52頁以下に仮訳
と解説がある。なお，日本においても定期金賠償を導入すべしとの学説がある。倉田
卓次判事（「定期金賠償試論」民事法の諸問題n2s1頁。〉は，この問題を将来の給付
の訴えの観点で捉えられている点で興味深い。なお，定期金賠償の給付を命じた判決
として，札幌地判昭和48年1月23日判例タイムズ289号163頁。
同被害者の損害を填補するという「回復機能」とともに不法行為制度の果すべきもの
とされる「制裁機能」がこれである。小島武司「私的制裁としての損害賠償」法学セ
ミナー1972年194・号17頁以下参照。なお後藤孝典「制裁的慰謝料論」法律時報52巻9
号25頁以下，および同31頁注ωの文献参照。
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ところが，将来の損害賠償請求の訴えにおいて被告の不作為義務（行為の違
法性〉を確認することは，一次的には，将来の損害賠償請求権の発生の基礎を
確定するものでありながら，二次的には必然的に，しかも観念的ではなく，損
害賠償というサンクションを伴って，不作為の訴えと同様に，将来の具体的な
当該不法行為を抑止する機能を有することにならざるをえないのである。
したがって，以上の意味における不法行為抑止機能は，継続的不法行為に対
側
して将来の損害賠償請求の訴えはそもそも許されないと解さない限り，認めら
れてしかるべきであると考える。
ω 私の以上の考察は，将来の損害賠償請求の訴えが，間接強制的な不法行為抑止機能
を内在的に有することを明らかにする所に目的がある。したがって， 「債務の履行を
確保するため相当と認める一定の金額」 （民事執行法172条1項。〉のように，現実の
損害額を越える金額を，将来の損害賠償請求においても認めるべきか否かとし、う問題
は別の問題であり，ここで考察する余裕はない。本稿で、挙げ、た諸判例から明らかなよ
うに，そもそも将来の給付を認容するか否かが問題となっているのが現状である。な
お本稿注凶参照。
西原教授は， 「金額を増大するだけであれば，損害賠償の懲罰的要素を強調するこ
とによっても達成できょうし，損失補償的構成によっても損失の評価として可能であ
るが，差止の実現という目的に直接に合わせることによって，困難な将来の予測を要
せずに，適切妥当な金額の模索ができるのではなかろうか。」と解されている。西原
前掲（注40)18頁参照。
側前注倒参照0
(51) ちなみにへンケルは予防的権利保護を「ある法領域に対する危殆的侵害の防禦手段
(die Mittel zur Abwehr drohender Beeintr益chtigungeneiner Rechtssphare）」と
定義し，具体的には，①不作為の訴え，②登記訂正請求の訴えや所有物返還請求の訴
えを含む危険除去の訴え，③本来，不作為の訴えによって訴求しうる不作為義務に基
づく仮処分，④請求異議の訴え，⑤第三者異議の訴え等を挙げている。
以上の予防的権利保護制度と，それと似て非なる制度，将来の給付の訴えや仮差押
仮処分等との異同を究明しているのであるが，その中でへンケルは実体法と訴訟法と
の関わりについて興味深い分析を行なっている。本文に挙げ、たのはその一部である
が，参考のために他の例も以下に挙げよう。
まずへンケルは抑圧的権利保護（repressiverRechtsschutz）としての損害賠償詰
求の訴えと不作為の訴えとは同ーの法律上の義務違反が問題となっているが，その義
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(:n) 類似の構造と機能を有する将来の給付の訴えとして，土地・家屋明渡請
求とともに申立てられる，明渡しずみにいたるまでの賃料あるいは賃料相当損
害金請求の訴えが挙げられよう。この請求は，間接的に被告の土地ないし家屋
の明渡しを強制しているとみることがで、き ~o
務の持つ機能は大いに異なり，前者は過去の行為態様の基準としての義務であり，サ
ンクションとしての損害賠償義務と内容は一致しないのに対し，後者において法律上
の義務は将来の行為態様の基準であり，相手方に課する作為ないし不作為命令の基礎
となり，法律上の義務それ自体を遵守するよう命令するものであるとする（S.llOf.）。
このような，同ーの義務が異った機能を有する例を，積極的債権侵害理論におけ
る，従属的付随義務（abhangigeNebenpflicht）から独立的付随義務（unabhangige 
Nebenpflicht）への機能変化にも見ることができるとするの.111）。たとえば，本
来，包装義務は商品自体が安全に引渡された時には，その義務違反に対してサンクシ
ョンは課せられないにもかかわらず，不十分な包装により買主が負傷した場合，それ
によって契約上の損害賠償義務が課せられる時，そこに契約上の義務の機能変化があ
ると解するのである。
さらにヘンケルは，不法行為法におし、ても機能変化があるとする。従来，過去の行
為の判断基準と損害賠償義務を課するための基準にすぎなかった，違法な行為をして
はならないとの法律上の義務を，現在では，それ自体訴求することができるようにな
り，不作為の訴えを提起することができる場合が生じてきた。この現象が「一般的不
作為の訴え」 （中井美雄「ドイツにおける権利侵害予防制度の一考察」立命館法学56
号406頁以下参照。〉の本質であると解したのである（S.112）。（Miinzberg（前注45
参照。〉， Zeuner, Gedanken zur Unterlassungs-und negativen Feststellungsklage, 
Festschrift fir DるHe,1963, Bd. I. S. 302f.も同旨と解される。〉
将来の損害賠償請求の訴えには，以上のようなダイナミックな機能変化は見られな
いが，実体法上の損害賠償請求権が訴訟法上の将来の給付の訴えとし寸権利保護制度
と結びついて不法行為抑止機能を持たざるをえなくなった関係について，以上の考察
は参考になろう。
倒実務では，予め請求をなす必要があることが明白であることから，家屋又は土地の
明渡と明渡済までの賃料の支払を命ずる判決では，予めそれを請求する必要があるこ
とを特に判断しないままで請求を認容しているといわれる。菊井維大＝村松俊夫・
民事訴訟法Il61頁以下参照。
なお，この問題に関連して最近，土地明渡とともに明渡済にし、たるまでの将来の賃
料相当損害金を認容する判決が確定した後に，相当賃料額が昂騰しこれに相当する損
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制）
また，上述の将来の労働賃金支払請求の訴えにおいても，その効果の程は疑
わしいが，使用者に対し，労働者の就労を促す機能をもつことも否定できない
ω 
だろう o
(*) さて，将来の損害賠償請求の訴えが，以上で、論証した不法行為抑止機能
を有することを認識することは同時に，この将来の給付の訴えに二重の機能が
あることを確認することになろう。
それは，将来の回帰的給付の訴え一般に認められる，将来の同一的紛争の回
避機能〈前注ω参照。ここでは将来の損害賠償請求権に関する紛争の回避〉と，
付随的ではあるが，将来の不法行為抑止機能であるO この二つの機能は通常両
立しうるが，紛争の一回的解決の条件が整っていない時には対立しうるのであ
り，その場合には両機能の調整が必要となる。前節で考察した方法は，このよ
うな認識に基いて行なった，ひとつの具体例であるO
四結 び
本稿の将来の給付の訴えについての考察の成果を整理すると次のように言う
ことができょう。
付公害訴訟における将来の損害賠償請求のみならず，土地家屋明渡済まで
の損害賠償請求，解雇無効を前提とした将来の賃金請求について，将来の給付
害金が増大した場合には，後訴において前訴で認容された損害金との差額を請求でき
るとした判例が現われた（大阪高判昭和56年4月30日判例タイムズ450号120頁。〉。
この判例は，確定判決後の残額請求の可否に関する一連の最高裁判例（昭和43年4
月11日民集22巻4号862頁他。〉と同様の問題を含んでいるが，将来の賃料相当額の損
害賠償請求を無意識に認めてきた実務に対し，将来の給付の訴えの制度目的の再検討
を促すものとして注目すべきものであろう。
脚本稿注側参照。
帥就労請求権を認めるか否かについて，判例・通説は否定的であるので，将来の損害
賠償請求や，土地明渡にいたるまでの損害賠償請求とは同例に扱うことはできないだ
ろう。就労請求権については，下井隆史「就労請求権について」日本労働協会雑誌175
号2頁以下参照。
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の訴えの要件について特別に判断することなく，認容または却下，棄却する判
例が多し、。後二者では，むしろそれが実務の通常であることが指摘されなけれ
ばならな。
ω これらの将来の回帰的給付の訴え，とりわけ公害訴訟のものにおいて，
将来，事情が変更するおそれがあり，あるいは将来の事情が予測できない場合
がある。
この場合に，請求の基礎が確定していない，あるいは請求の内容が不明確で
あることを理由として訴えを却下，棄却する判例が多い。
（三） しかし，将来の回帰的給付の訴えの目的は単に，将来の同一的紛争の回
避にのみあるのではなし、。とりわけ公害のような継続的不法行為に対する将来
の損害賠償請求の訴えは，不法行為抑止機能を有する。
内容の不明確性等の理由から訴えを全部却下することは，この不法行為抑止
機能を有する将来の給付の訴えという権利救済制度の存在そのものを否定する
ことになろう。
これに対して，将来の確実に予測しうる範囲に限って請求を認容することは
原告の利益に合致し，被告においても不当な結果にならなし、。
以上が本稿の一応の総括であるが，将来の損害賠償請求に関しては，本稿で
残した，あるいは触れることのできなかった問題が多い。
本稿の出発点は，将来の給付の訴えとし、う訴訟制度により，継続的不法行為
に対する救済をどのような要件の下に行なうことができるかであったO 判例の
現状は将来の損害賠償請求の訴えに対して厳しし、。そこで，将来の給付の訴え
の意義づけ，将来の損害賠償請求の訴えの機能についての認識が必要であると
考えた。この点については，本稿の中である程度解明できたと思う。
しかし確定判決後の事情の変更による問題，ここでは将来の給付の訴えによ
って認められた，確実に予測しうる範囲以外の事情による損害額の増減，とり
わけ，将来の損害賠償請求の訴えの不法行為抑止機能が作用せず，損害が増大
した場合〈これは00ホン以上の騒音発生が止むまでという条件で終期を定め
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た場合に起こりうる〉，債権者は後訴により増額請求を求めることができるか
帥
の点については検討することができなかった。
私はこの問題を肯定的に考えたいが，確定判決後の追加賠償請求の一連の問
題のひとつとして総合的に考察することも必要であろう。ただ，ここでは継続
的不法行為とそれに基づく損害賠償が問題であるので，過去の不法行為による
後遺症の問題よりも理論上，困難ではないだろう。
さらに，後遺症に基づく後訴を許すかどうかの点で問題となっている， 「こ
の種の問題が具体的実質的な諸利益の衡量に支えられたすぐれて政策的な間
働
題」ではないのかとし、う指摘は，本稿の将来の給付の訴えにおいても，そのま
ま妥当するであろう。この点でも本稿の考察は無意味なものだとは思われな
し、。
また，将来の損害賠償請求を提起せざるをえない状況を前提にして本稿の考
察を進めてきたので、あるが，それに替る，両当事者双方にとって公平な訴訟上
の救済手段がないかどうかも同時に検討すべきである。このためには逆に，将
来の給付の訴えがどのようにして訴訟制度として成長してきたのかという，と
りわけドイツ法の法制史研究も必要であろう。これらの課題については別稿で
考察したい。
残された課題は少なくないが，いずれにしても，現在における，将来の給付
の訴えという訴訟制度の，裁判所と当事者双方の安易な利用と，その安易な拒
絶は反省されるべき時にある。 (1981年12月10日〉
〔追記〉
本論文脱稿後，〔判例11）の上告審，最高裁大法廷昭和56年12月16日判決が下された。過
去の損害賠償請求についてはほぼ認めたものの，差止請求と将来の損害賠償請求とも却下
(5) なお注倒参照。
岡井上治典「後遺症と裁判上の救済」ジュリスト548号318頁。この問題については小
山昇教授の一連の論文（最近では小山「確定判決後の追加賠償請求について」吉川追
悼論集・手続法の理論と実践・上巻271頁以下。〉の他文献は多い。
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とし、う原告に厳しい内容であった，手元には判決要旨しかなく，ここで批評することはで
きないが判決要旨の範囲内で次のことが言えよう。
12名の多数意見は将来の損害賠償については「具体的に請求権が成立したとされる時点
においてはじめてその成立を認定することが可能である」とし 「事情の変動により請求
権が不成立となったことを立証して請求を阻止する責任を債務者に負担せしめることが不
当と考えられるような場合には，かかる将来の損害賠償請求権は，将来の給付の訴えにお
ける請求権としての適格を有しなし、」とする。そして本件では「明確な具体的基準によっ
て賠償されるべき損害の変動状況を把握することは困難」であるとする。
このように（判例12〕とほぼ同様の理由によりながら，原審判決破棄自判した点からみ
ると，そもそも，将来の損害賠償請求については将来の給付の訴えは認められないとする
に等しい判決である。本稿の中で挙げた判例中最も厳しいものであるが， これに対して
は，本稿の判例中最も明解な積極的見解が団藤重光裁判官の反対意見の中に述べられてい
るので以下要旨を記しておく。国に対する差止請求が私法上の給付請求権を有するもので
ないとする判決が下された今，将来の損害賠償請求の意義はますます重要になっている。
「本件のように公の営造物の設置，管理の寂庇によって他人に継続的に損害が生じてい
る場合には，被害発生が確実と認められる限度において，将来生ずべき損害の賠償を請求
することが許されるものと解すべきである。原判決が将来の損害の賠償を命ずるについて
明確かつ適当な終期を付しなかったのは失当であるが，予測される最小限度の被害の発生
が確実に継続するものと認められる期間を控え目に見積もることにより終期を定めて損害
賠償を命じ，その期間内に特別の事態が生じた場合は相手方に請求異議の訴えによって救
済を求めさせることとしても，これに不当に不利益を課することにはならず，既判力の範
囲についても，右のような終期を付することによって疑点を解消することができる。」
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